
16  福島市学習センター条例・施行規則・要綱 
  

（１） 福島市学習センター条例 

（設   置） 

第１条  地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条第１項及び社会教育法（昭和24年法律第207号）第20条の 

規定に基づき、市民の生涯にわたる学習活動を推進し、市民の教養の向上、生活文化の振興及び社会福

祉の増進を図るため、福島市学習センター（以下、「学習センター」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条  学習センターの名称及び位置は、 次のとおりとする。 

名 称 位 置 

福島市中央学習センター 福島市松木町１番７号 

福島市三河台学習センター 福島市野田町七丁目１番42号 

福島市渡利学習センター 福島市渡利字岩崎町190番地 

福島市杉妻学習センター 福島市黒岩字田部屋53番地の２ 

福島市蓬萊学習センター 福島市蓬萊町四丁目１番２号 

福島市清水学習センター 福島市御山字松川原５番地の１ 

福島市もちずり学習センター 福島市岡部字高畑46番地 

福島市北信学習センター 福島市鎌田字中江１番地 

福島市吉井田学習センター 福島市仁井田字西下川原１番地の１ 

福島市西学習センター 福島市上名倉字妻下４番地の２ 

福島市信陵学習センター 福島市笹谷字才ノ神１番地 

福島市飯坂学習センター 福島市飯坂町字銀杏６番地の11 

福島市松川学習センター   福島市松川町字杉内33番地 

福島市信夫学習センター 福島市大森字馬場１番地 

福島市吾妻学習センター 福島市笹木野字折杉41番地の１ 

福島市飯野学習センター 福島市飯野町字境川19番地の２ 

(分     館) 

第３条  学習センターに次のとおり分館を置く。 

名 称 位 置 

福島市蓬萊学習センター分館 福島市蓬萊町四丁目１番１号 

福島市清水学習センター分館 福島市南沢又字柳清水８番地の１ 

福島市吾妻学習センター分館 福島市上野寺字下平場35番地の１ 

福島市飯野学習センター青木分館 福島市飯野町青木字向広表50番地 

福島市飯野学習センター大久保分館 福島市飯野町大久保字岩見内17番地 

福島市飯野学習センター明治分館 福島市飯野町明治字北小戸明利30番地 

（事     業） 

第４条  学習センターは、 次に掲げる事業を行う。 

一  社会教育法第22条に掲げる事業に関すること。 

二  生涯学習活動の支援及び場所の提供に関すること。 

三  生涯学習の情報の収集、整理及び提供に関すること。 

四  生涯学習の相談及びカウンセリングに関すること。 

五  図書、記録、視聴覚教室の資料その他必要な資料の閲覧、貸出し及び保管に関すること。 

六  その他生涯学習に関すること。 

２  福島市中央学習センターは、 学習センター相互の連絡調整を図るとともに個々の学習センターに属 
しない事業を行う。 

（開館時間） 

第５条  学習センターの開館時間は、午前９時から午後９時までとする。ただし、教育委員会が必要と認める 
ときは、これを変更することができる。 
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（休館日） 

第６条  学習センターの休館日は、次のとおりとする。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、これを変 

更し、又は臨時に休館することができる。 

一  火曜日 （火曜日が国民の祝日に関する法律 （昭和23年法律第178号）に規定する休日 （以下「国民の
祝日」という。）に当たるときは、その翌日） 

二  国民の祝日 

三  12月29日から翌年１月３日まで（前号に掲げる日を除く。） 

（使用の許可） 

第７条  学習センターを使用しようとする者は、あらかじめ教育委員会の許可を受けなければならない。許可 
を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２  教育委員会は、前項の許可に際し、学習センターの管理上必要と認めるときは、その使用の許可に条 
件を付することができる。 

（使用の制限） 

第８条  教育委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、学習センターの使用を許可すること 
ができない。 

一  公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 

二  集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織及びその関係者が使用し、若しくは使用 
に関係し、又はこれらの者の利益になると認められるとき。 

三  施設及び備付物件を滅失し、又は毀損するおそれがあるとき。 

四  営利を目的とする行為その他これに類する行為を行うおそれがあるとき。 

五  その他管理運営上支障があるとき。 

（目的外使用等の禁止） 

第９条  第７条第１項の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、許可を受けた目的以外に使用し、又 
はその使用する権利を譲渡し、若しくは転貸することができない。 

（使用許可の取消し等） 

第10条  教育委員会は、使用者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、その使用の条件を変更し、

使用を停止し、又は使用の許可を取り消すことができる。 

一  この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

二  使用の許可の目的又は許可に付した条件に違反したとき。 

三  第八条各号のいずれかに該当したとき。 

四  偽りその他不正の手段により許可を受けたとき。 

五  公益上やむを得ない理由が生じたとき。 

２  前項の規定による使用の条件の変更、使用の停止又は使用の許可の取消しにより、使用者に損害を及 
ぼすことがあっても市長は、その責めを負わない。災害その他緊急事態の発生により学習センターの使 

用が不能となった場合も、同様とする。 

（使用料） 

第11条  使用者は、別表に定める使用料を前納しなければならない。ただし、市長が公益上必要と認めるとき 
は、これを減免することができる。 

（使用料の還付） 

第12条  既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が相当の理由があると認めるときは、その全部又は一部 
を還付することができる。 

（入館の制限） 

第13条  教育委員会は、入館者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、入館を禁止し、又は退館さ 
せることができる。 

一  公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 

二  施設及び備付物件を滅失し、又は毀損するおそれがあるとき。 

三  その他管理運営上支障があるとき。 

（賠償責任） 

第14条  故意又は過失により施設及び備付物件を滅失し、又は毀損した者は、市長の指示するところにより、 
その損害を賠償し、又はこれを原状に回復しなければならない。ただし、市長が相当の理由があると認
めるときは、その全部又は一部を免除することができる。 
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（運営審議会） 

第15条  社会教育法第29条第１項の規定により学習センターに次の運営審議会を置く。 

名 称 所管学習センター  

福島市中央学習センター運営審議会 福島市中央学習センター 

福島市三河台学習センター運営審議会 福島市三河台学習センター 

福島市渡利学習センター運営審議会 福島市渡利学習センター 

福島市杉妻学習センター運営審議会 福島市杉妻学習センター 

福島市蓬萊学習センター運営審議会 福島市蓬萊学習センター 

福島市清水学習センター運営審議会 福島市清水学習センター 

福島市もちずり学習センター運営審議会 福島市もちずり学習センター 

福島市北信学習センター運営審議会 福島市北信学習センター 

福島市吉井田学習センター運営審議会 福島市吉井田学習センター 

福島市西学習センター運営審議会 福島市西学習センター 

福島市信陵学習センター運営審議会 福島市信陵学習センター 

福島市飯坂学習センター運営審議会 福島市飯坂学習センター 

福島市松川学習センター運営審議会 福島市松川学習センター 

福島市信夫学習センター運営審議会 福島市信夫学習センター 

福島市吾妻学習センター運営審議会 福島市吾妻学習センター 

福島市飯野学習センター運営審議会 福島市飯野学習センター 

２  運営審議会は、委員12人以内で組織する。 

３  委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者、並びに学識経験の 
ある者の中から委嘱する。 

４  委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５  委員は、再任されることができる。 

（委     任） 

第16条   この条例に定めるもののほか、学習センターの管理に関し必要な事項は、教育委員会が定める。 

 

附 則（略） 
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別表（第11条関係） 

一  施設の使用料 

区 分 使 用 料 冷暖房加算料 

多目的ホール 

個人使用 
一般 １時間       100円 

基本使用料の額の 

100分の20に相当 

する額 

 

高校生以下 １時間        50円 

専用使用 
一般 １時間       200円 

高校生以下 １時間       100円 

軽運動室 

個人使用 
一般 １時間       100円 

高校生以下 １時間        50円 

専用使用 
一般 １時間       200円 

高校生以下 １時間       100円 

視聴覚室 専用使用 一般 １回      1,500 円 

研修室 専用使用 一般 １回             500 円 

ホール 専用使用 一般 １回            1,800 円 

和室（小） 専用使用 一般 １回         400 円 

和室（中） 専用使用 一般 １回         600 円 

和室（大） 専用使用 一般 １回          1,000 円 

和室（特大） 専用使用 一般 １回            1,800 円 

実習室 専用使用 一般 １回         1,800 円 

工芸室 専用使用 一般 １回         1,000 円 

講義室 専用使用 一般 １回            1,000 円 

附属ホール 専用使用 一般 １回        1,200 円 

 

備     考 

一  １回の使用は、３時間以内とする。ただし、多目的ホール及び軽運動室の使用は、１時間単位とし、３ 

時間を限度とする。 

二  映画会、音楽会その他の催し等で、入場料、会費又はこれに類する料金を徴収して使用する場合の使用 

料は、この表に掲げる料金の３倍に相当する額とする。 
 

二  附属設備の使用料 

区 分 使 用 料 

多目的ホール 

ピアノ １台    １時間       300円 

舞台照明設備 一式    １時間       500円 

放送設備 一式    １時間         500円 

温水シャワー １人    １ 回           100円 

視聴覚室 視聴覚機器 一式    １ 回       300円 

和室 茶道用電熱器 １台    １ 回       100円 

実習室 
調理台 １台    １ 回       200円 

電気厨房機器 一式    １ 回       100円 

工芸室 
電気陶芸窯 １台      １時間       300円 

電気工作設備 一式      １ 回       100円 

電気供給設備 （持込機器に限る。） １キロワット １ 回       100円 
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（２） 福島市学習センター条例施行規則 
 

（趣      旨） 

第１条 この規則は、福島市学習センター条例（平成16年条例第31号。以下「条例」という。）の施行について必要 
な事項を定めるものとする。 

第２条及び第３条  削除 

（開放事業） 

第４条 教育委員会は、市民の生涯学習活動に資するため、施設の管理運営上に支障のない限り、休館日に施設を開 
放することができる。 

（図書の貸出等） 

第５条  学習センター内の図書の貸出等の手続については、福島市立図書館条例施行規則（昭和60年教育委員会規則 
第３号）の規定を準用する。 

（使用許可の申請） 

第６条  条例第７条第１項の規定により使用（個人使用を除く。）の許可を受けようとする者は、使用しようとする 
日（以下「使用日」という。）の前月の１０日から使用日の３日前までに学習センター使用申請書（様式第１
号）を教育委員会に提出しなければならない。ただし、教育委員会が当該施設の使用に支障がないと認めると
きは、この限りでない。 

２  教育委員会が必要と認めるときは、前項に規定する使用申請書のほか、申請の内容を説明する書類その他必 
要と認める書類を提出させることができる。 

（使用の許可） 

第７条  教育委員会は、条例第７条第１項の規定により使用（個人使用を除く。）の許可をした時は、学習センター 
使用許可書（様式第２号）を交付するものとする。 

２  個人使用の場合は、個人使用券（様式第３号） の交付をすることにより、使用の許可をしたものとみなす。 

（使用の変更及び取消し） 

第８条  条例第７条第１項の規定により使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）が、使用の許可を受けた 
事項を変更し、又は取り消すときは、使用日の３日前までに、学習センター使用変更（取消）申請書（様式第
４号）に当該使用許可書を添えて、教育委員会に提出しなければならない。ただし、教育委員会が当該施設の
使用に支障がないと認めるときは、この限りでない。 

２ 教育委員会は、使用の変更又は取消しの許可をしたときは、学習センター使用変更（取消）許可書（様式第 

５号）を交付するものとする。 

（団体登録） 

第８条の２  学習センターの使用団体として登録を受けようとする団体は、福島市学習センター使用団体登録申請書 
（様式第５号の２）を教育委員会に提出し、その許可を受けなければならない。 

（使用料の減免） 

第９条  条例第11条ただし書の規定により使用料の減免を受けようとする者は、学習センター使用料減免申請書（様 
式第６号）を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 使用料の減免基準は、次のとおりとする。 

一  前条に規定する登録を受けた団体で、教育委員会が適当と認めた団体が使用する場合  全額 

二  小学校就学の始期に達するまでの子又は65歳以上の者が個人使用をする場合  全額 

三  市（市の機関を含む。以下この条において同じ。）が使用する場合  全額 

四  市の共催により使用する場合  100分の50に相当する額 

五  市の後援により使用する場合  100分の25に相当する額 

六  その他教育委員会が必要と認めた場合  教育委員会が定める額 

３ 教育委員会が必要と認めるときは、第１項に規定する減免申請書のほか、関係書類を提出させることがで 

きる。 

（使用料の還付） 

第10条  条例第12条ただし書の規定により使用料の還付を受けようとする者は、学習センター使用料還付申請書（様 

式第７号）を教育委員会に提出しなければならない。 
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２  使用料の還付の基準は、次のとおりとする。 

一 使用者の攻めによらない理由により使用することができない場合  全額 

二  第８条の使用の変更及び取消し（使用日の３日前までに許可を受けた場合に限る。）において過納とな

った使用料がある場合  過納となった額 

（使用者等の遵守事項） 

第11条  使用者及び入館者は、学習センターの使用に当たっては、次に掲げる事項を守らなければならない。 

一  許可を受けないで物品を展示、販売又はこれに類する行為をしないこと。 

二  秩序の維持に努め、清潔及び整頓を保持すること。 

三  許可された施設以外の施設及び備付物件等を使用しないこと。 

四  所定の場所以外で飲食し、又は喫煙しないこと。 

五  係員の指示に従うこと。 

（職員の立入り） 

第12条  教育委員会は、施設の管理上必要があると認めるときは、使用を許可した場所に立ち入り、必要な指示をす 

ることができる。 

（原状回復義務） 

第13条  使用者は、学習センターの使用を終了したとき、又は条例第10条第１項の規定により使用の条件の変更、使 

用の停止若しくは使用の許可の取消しを命じられたときは、速やかにその使用に係る施設及び備付物件を原状

に回復しなければならない。ただし、市長が相当の理由があると認めるときは、この限りでない。 

２  使用者が前項の義務を履行しないときは、市長においてこれを執行し、その費用を使用者から徴収する。 

（滅失又は毀損の届出） 

第14条  使用者は、施設及び備付物件を滅失し、又は毀損したときは、直ちに学習センター滅失（毀損）届（様式第 

８号）により市長に届け出て、その指示を受けなければならない。 

（委   任） 

第15条  この規則に定めるもののほか、学習センターの管理運営等について必要な事項は、別に定める。 

 

      附   則（略） 

 

 
（３） 福島市学習センター運営審議会規則 

 

（趣     旨） 

第１条 この規則は、福島市学習センター条例（平成16年条例第31号）第15条の規定により設置する福島市学習セン 

ター運営審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（委員長及び副委員長） 

第２条 審議会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選任し、その任期は一年とする。 

２ 委員長及び副委員長は、再任されることが出来る。 

３ 委員長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会     議） 

第３条  審議会の会議は、定例会及び臨時会とする。 

２  定例会は、年６回とし、臨時会は、館長が必要と認めたとき招集する。 

３  委員長は、審議会の会議の議長となる。 

４  審議会の会議は、委員の３分の１以上が出席しなければ開くことができない。 

５  審議会の会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

（小委員会） 

第４条  審議会は、必要に応じて小委員会を設けることができる。 

（委     任）  

第５条  この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 
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（４）福島市学習センター運営要綱 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、福島市学習センター条例（「以下「条例」という。」）及び同条例施行規則（以下「規則」

という。）に定めるもののほか必要な事項を定めるものとする。 
（学習相談） 

第２条 条例第４条第１項第４号に規定する学習相談は、原則として生涯学習指導員が行うものとし、相談時間

は、午前９時から午後５時４５分までとする。 
（開放事業） 

第３条 規則第４条に規定する休館日における開放事業は、次により行うこととする。 
（１）休館日の開放は、休館日のうち１２月２９日から翌年の１月３日までを除き行うものとする。 
（２）開放時間は、午前９時から午後９時までとする。 
（３）開放施設は、図書室を除く全施設とする。 
（４）開放対象は、団体とし専用使用に限る。 
（個人学習） 

第４条 学習センターを利用して個人で学習しようとする者の施設使用は、次により行うこととする。 
（１）使用時間は、開館日の午前９時から午後５時４５分までとする。使用する施設は、ホール、視聴覚室、 

研修室、和室、会議室、講義室、実習室、工芸室とし、主催事業及び専用使用がない場合に限り、個人学 
習に供することができるものとする。 

（２）使用に際し、利用者は学習センター個人学習利用票（様式第１号）に住所、氏名、連絡先及び利用開始

時間を記載し、使用終了後に終了時間を記載するものとする。 
（３）当日の会場の有無及び会場については、行事予定表に掲示するとともに電話での照会に応じることとす 

る。 
（個人使用） 

第５条 多目的ホール及び清水学習センターの軽運動室の個人使用日（専用使用できない日）は、休館日及び公

的な行事の開催日等を除く毎週金・土曜日とし、その利用は次により行うこととする。 
（１）個人使用の時間は、午前９時から午後６時までとする。 
（２）個人使用者は、個人使用受付票（様式第３号）に住所、氏名、年齢及び電話番号を記載するものとする。 
（３）個人使用日以外で専用使用のない場合は、個人使用日に準じ個人使用できるものとする。 
（専用使用） 
第６条 規則第６条に規定する申請は、次により行うこととする。 
（１）使用の受付は、原則として使用日の前月 10 日からとする。ただし、前月 10 日が休館日の場合はその翌

日、休館日が続く場合は休館日後の最も早い開館日とする。 
（２）受付方法は、来館による申請とし、使用の承認は原則として先着順とする。ただし、申込の状況により貸 

し出し施設の一部または全部を抽選、その他にすることができる。 
（３）専用使用は、５人以上の使用とする。 
（４）同一団体の専用使用は、週１回を限度とする。ただし、受付開始日の３日目以降で他に使用者がいない日

時については、この限りでない。 
（使用団体の登録条件） 
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第７条 規則第８条の２に規定する使用団体の登録条件は、次のとおりとする。 
（１）職員の勤務時間外に巡回管理人対応施設の使用を希望する団体 
（２）使用料の減免を希望する次の団体 
  ①会費によって団体の運営がなされている、営利を目的としない社会教育関係団体 
  ②公共及び地域の福祉や地域づくりを目的として運営がなされている地域団体 
（使用団体の登録認定） 

第８条 使用団体の認定は、認定基準（別表第１）により行うものとする。 
２ 登録の認定は、教育委員会が行い「福島市学習センター使用団体登録認定書」（様式第２号）をもって行う。 
（１）認定書の登録認定期間は、２年以内とする。 
（２） 登録団体が、学習センターの使用申請を行う場合、係員の求めに応じ、登録認定書を提示しなければなら

ない。 
（３） 登録団体は、認定書を紛失し、破損し、又は汚損したときは、「学習セン 

ター使用団体登録認定書（紛失届及び再交付申請書）」（様式第４号）により届け出て、再交付を受けなけ

ればならない。 
（使用団体の変更） 

第９条 使用団体の登録内容を変更するときは、「学習センター使用団体登録変更届」（様式第５号）を教育委員

会に提出しなければならない。 
２ 使用団体の解散、又は登録を抹消するときは、「学習センター使用団体（解散・登録抹消）届」（様式第６号）

に認定書を添えて教育委員会に提出しなければならない。 
（使用団体の登録免除） 
第 10 条 学習センター館長は、前条第１項に該当する場合でも、次の（１）から（４）の全ての要件を満たす

と判断した場合及び（５）は、登録を免除することができる。 
（１） 団体の利用が定期的や頻繁な利用でないこと。 
（２） 団体の目的及び使用内容が明確であること。 
（３） 団体の責任者及び使用責任者が明確であること。 
（４） 団体の存在と活動が市民や地域住民から認知されているか、理解を得ることができること。 
（５） その他学習センター館長が特に必要と個別に判断した場合。 
２ 使用団体登録免除の判断は使用申請受付毎に行い、承認は当該学習センターの使用許可をもってあてる。 

学習センター館長は、前項の判断にあたって、必要書類の提出を求めることができる。 
３ 登録免除を受けた団体は、当該学習センターに限り使用することができる。 
 （図書室の利用） 
第 11 条 図書室の利用は、別表第２により行うものとする。 
（委任） 

第 12 条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
 
附   則 

この要綱は、平成 17 年 2 月 28 日から施行する。 
附   則 

この要綱は、平成 18 年 2 月 20 日から施行する。 
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    ただし、第 6 条(1)、(2)の規定は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 
附   則 

この要綱は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 
附   則 

この要綱は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 
附   則 

この要綱は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 
附   則 

この要綱は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 
  附   則 

この要綱は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 
  附   則 

この要綱は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 
附   則 

この要綱は、令和 3 年４月１日から施行する。 
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（別表第１） 

使用団体の登録認定基準 
 使用団体の登録認定基準は、次のとおりとする。 
１ 学習センター施設及び敷地内において、営利及び宗教と政治の活動や事業を行わな

いこと。 
２ 団体の目的と具体的活動内容を明記した規約を有すること。 
３ 団体の意思を表明する代表者・団体の意思を形成し、執行する機構（総会、役員会

等）が確立していること。 
４ 団体独自の経理を有すること。 
５ 団体活動の本拠としての事務所を福島市内に有すること。 
６ 団体構成人員は１０人以上であり、かつ、半数以上が福島市内に住所があるか勤務

しており、性格上会員の加入・脱会が自由に認められる団体であること。 
 
（別表第２） 

施  設 利用時間等 
大型図書室を有する学習センター 
（大型図書室：蔵書 20,000 冊以上を

有する図書室） 

１ 日曜日 午前９時から午後５時まで 
２ 日曜日以外 午前９時から午後５時４５分 

まで 
※ 図書の整理日及び特別整理期間中は、図書

室を利用できないものとする。 
上記以外の学習センター 午前９時から午後５時４５分まで 
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　様式　第１号（第６条関係）

回数

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

 記入上の注意
　 １　必要事項を記入の上、該当するものを◯で囲んでください。
　 ２　太線内は、記入しないでください。
　 ３　使用時間は、準備及び撤去の時間を含めて記載してください。

施 設 使 用 料 合 計 設備使用料合計

許 可 年 月 日 領 収 年 月 日主 任

持込機器(１Kwにつき)

工
芸
室

電 気 陶 芸 窯

電 気 工 作 設 備

実
習
室

調 理 台

電 気 厨 房 機 器

視 聴 覚 室 視 聴 覚 機 器

和 室 茶 道 用 電 熱 器

温 水 シ ャ ワ ー

多
目
的
ホ
ー

ル

ピ ア ノ

舞 台 照 明 設 備

放 送 設 備

年 月 日

円

円

円

 上記のように決定してよいか伺います。

決

裁

館 長 係 員

（※減免　施行規則第９条第２項第　 号）

2 ．許可しない

使 用 料 合 計 額

使 用 料 減 免 額

使 用 料 決 定 額

附 属 ホ ー ル

決定区分

1 ．許可する

1回 1,200

1回  100

1回  100

1回  100

1回  200

1回  100

時間 300

時間 500

時間 500

１回 100

1回  300

住所(所在地)

回 数 設 備 分

使 用 施 設

加算料 施設分 使用設備

次のとおり申請します。

使

用

内

容

等

年 月 日 ( 曜 日 ) 時 分 ～ 時 分

福 島 市 学 習 セ ン タ ー 使 用 申 請 書

福島市教育委員会
年 月 日

使 用 年 月 日 使 用 設 備

許　可

行事等の名称

使 用 の 目 的

第 号

申請人 団 体 名

責任者名

申請

一　　般　・　高校生以下 有 ・ 無入場料徴収の有無名使用人員

年 月 日 ( 曜 日 ) 時 分 ～ 時 分

年 月 日 ( 曜 日 ) 時 分 ～ 時 分

使 用 者 区 分

年 月 日 ( 曜 日 ) 時 分 ～ 時 分

単 価

年 月 日 ( 曜 日 ) 時 分 ～ 時 分

時間 300多目的ホール

和 室 ⑶

和 室 ⑵

和 室 ⑴

研 修 室

講 義 室

会 議 室

視 聴 覚 室

1回 1,000

1回 1,800実 習 室

工 芸 室

1回 1,800和 室 ⑷

1回 1,000

単 価 使 用 料

1回 　600

1回   400

1回 1,000

（電話連絡　        局 　 　   　番）

使 用 施 設
 時間 200
 時間 100

1回 1,000

1回   500

1回 1,500

時間 200
時間 100

1回 1,800

軽 運 動 室

ホ ー ル
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　様式　第２号（第７条関係）

様

福島市教育委員会

回数

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

和 室 茶 道 用 電 熱 器

視聴覚室視聴覚機器

設備使用料合計

工
芸
室

実
習
室

持込機器(１Kwにつき)

電 気 工 作 設 備

電 気 陶 芸 窯

決定区分

 1 ．許可する 使 用 料 合 計 額 円

（※減免　施行規則第９条第２項第　  号） 使 用 料 減 免 額 円

 2 ．許可しない 使 用 料 決 定 額 円

施 設 使 用 料 合 計

附 属 ホ ー ル 1回 1,200

1回  100

工 芸 室 1回 1,000

実 習 室 1回 1,800

和 室 ⑷ 1回 1,800

時間 300和 室 ⑶ 1回 1,000

1回  100

1回  100和 室 ⑵ 1回 　600 電 気 厨 房 機 器

調 理 台和 室 ⑴ 1回   400 1回  200

会 議 室 1回 1,000 1回  100

講 義 室 1回 1,000 1回  300

研 修 室 1回   500

温 水 シ ャ ワ ー視 聴 覚 室 1回 1,500 １回 100

多
目
的
ホ
ー

ル

ピ ア ノ

舞 台 照 明 設 備

放 送 設 備軽 運 動 室
時間 200
時間 100

時間 500

ホ ー ル 1回 1,800 時間 500

単 価 回 数加算料 施設分 設 備 分

多目的ホール
 時間 200
 時間 100

時間 300

使用設備

年 月 日 ( 曜 日 ) 時 分 ～ 時 分

使 用 施 設 単 価 使 用 料

使

用

内

容

等

使 用 年 月 日 使 用 施 設 使 用 設 備

年 月 日 ( 曜 日 ) 時 分 ～ 時 分

年 月 日 ( 曜 日 ) 時 分 ～ 時 分

年 月 日 ( 曜 日 ) 時 分 ～ 時 分

年 月 日 ( 曜 日 ) 時 分 ～ 時 分

使 用 の 目 的

使 用 者 区 分 一　　般　・　高校生以下 使用人員 名 入場料徴収の有無 有 ・ 無

団 体 名

責任者名

次のとおり申請します。

行事等の名称

福島県福島市
教育委員会

公印

 記入上の注意
 　１　必要事項を記入の上、該当するものを◯で囲んでください。
 　２　太線内は、記入しないでください。
　 ３　使用時間は、準備及び撤去の時間を含めて記載してください。

注意事項

 1　施設に入るときは、本許可書を係員に提示すること。
 2　使用に当たっては、係員の指示に従うこと。
 3　使用目的以外に施設等を使用しないこと。
 4　許可された施設以外の施設及び附属設備等を使用しないこと。
 5　所定の場所以外では飲食し、喫煙をしないこと。
 6　傷害等の事故は、原則として使用責任者の責任において処理すること。
 7　施設及び備付物件を滅失し、又は毀損したときは、直ちに係員に申し出て現状に復すること。
 8　使用後は、直ちに原状に回復し、係員の点検を受けること。

福 島 市 学 習 セ ン タ ー 使 用 申 請 書

許　可 第 号

福島市教育委員会
許可 年 月 日

住所(所在地)

避難所開設の場合は使用を中止
させていただく場合があります
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様式　第4号（第8条関係）

申請  年　 月　　日

申請人

（電話連絡　　　　　局　　　　　　　番）

次のとおり申請します。

申　請　理　由

変更（取消）の区分
差　し　引　き

使　用　料　額

計

決定区分

　　　１．許可する
　
　　（※減免　条例施行規則第9条第2項第　号）
　
　　　２．許可しない
　

記入上の注意
　　１ 太線内は、記入しないでください。
　　２ 使用時間は、準備及び撤去の時間を含めて記載してください。

館　長 主　任 係　　　　　　　　　　員 許　可　年　月　日 領　収　年　月　日

年　月　日

第　　　　　号

    住所　（所在地）

     団   体   名

　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　　　　円

上記のように決定してよいか伺います。

     責  任  者  名

使　用　目　的
（行事名称）

福島市教育委員会

変　　更　　（　取　　消　）　後

内　　　　　　　　容 使　用　料　額

変更前使用許可 　　　　　　年　　月　　日　　第　　　　号

許　可

使　用　料　決　定　額

使　用　料　減　免　額

使　用　料　徴　収　額

福 島 市　　　　　学 習 セ ン タ ー 使 用 変 更 （取消） 申 請 書

変　　更　　（　取　　消　）　前

内　　　　　　　　容 使　用　料　額
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　様式　第５号（第８条関係）

様

福島市教育委員会

許　可 第 号

福島市教育委員会
許可 年 月 日

福島市 学習センター使用変更(取消)許可書

住所(所在地)

団 体 名

責任者名

次のとおり許可します。

変 更 前 使 用 許 可   年　 月　 日　  第　　 　号

使 用 目 的
（ 行 事 名 称 ）

申 請 理 由

変更(取消)の区分
変 更 （ 取 消 ） 前 変 更 （ 取 消 ） 後 差 し 引 き

使 用 料 額内 容 使 用 料 額 内 容 使 用 料 額

円

計

福島県福島市
教育委員会

公印

注意事項

 1　施設に入るときは、本許可書を係員に提示すること。
 2　使用に当たっては、係員の指示に従うこと。
 3　使用目的以外に施設等を使用しないこと。
 4　許可された施設以外の施設及び附属設備等を使用しないこと。
 5　所定の場所以外では飲食し、喫煙をしないこと。
 6　傷害等の事故は、原則として使用責任者の責任において処理すること。
 7　施設及び備付物件を滅失し、又はき損したときは、直ちに係員に届け出て原状に復すること。
 8　使用後は、直ちに原状に回復し、係員の点検を受けること。

決定区分

  1 ．許可する

  （※減免　条例施行規則第９条第２項第 　号)

  2 . 許可しない

使 用 料 決 定 額 円

使 用 料 減 免 額 円

使 用 料 徴 収 額
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様式　第6号（第9条関係）

申請  年　 月　　日

申請人

（電話連絡　　　　　局　　　　　　　番）

次のとおり申請します。

記入上の注意
１　　必要事項を記入の上、該当するものを〇で囲んでください。
２　　太線内は、記入しないでください。
３　　使用時間は、準備及び撤去の時間を含めて記載してください。

　　１．許可する

（※減免　施行規則第9条第2項第　号）

　　２．許可しない

決定区分

摘要

14

13

１回1,200

　施　設　使　用　料　合　計 設　備　使　用　料　合　計

時間300

１回100

１回100

工
芸
室

持込機器（1Kｗにつき）

１回300

１回100

電気工作設備

電気陶芸窯

電気厨房機器

調理台 １回200

１回100

時間500

１回100

時間300

時間500舞台照明設備

温水シャワー

放送設備

１回  400

１回　600

視聴覚室視聴覚機器

和室茶道用電熱器

実
習
室

6

多目的ホール1

2 ホ　ー　ル

軽 運 動 室3

5

12

11

10

１回1,800

１回1,800

１回1,000

１回1,000

9

8

7

使用料使　用　施　設 加算料単　価 回数

4 視 聴 覚 室

単価 回数 設備分

 時間　200
 時間　100

１回1,800

時間　200
時間　100

１回1,500

施設分

研　修　室

使　用　施　設 使　用　設　備
使
　
用
　
内
　
容
　
等

使　　用　　年　　月　　日

年　月　日（　曜日）　　時　分～　時　分

年　月　日（　曜日）　　時　分～　時　分

年　月　日（　曜日）　　時　分～　時　分

年　月　日（　曜日）　　時　分～　時　分

年　月　日（　曜日）　　時　分～　時　分

行事等の名称

使　用　の　目　的

　　　　　　

使 用 者 区 分 一般・高校生以下 使用人員 名 入場料徴収の有無 有・無

使　用　料　合　計　額

使　用　料　減　免　額

使　用　料　決　定　額

講　義　室

実　習　室

附属ホール

使　用　設　備

多
目
的
ホ
ー

ル

ピアノ

福島市教育委員会

福 島 市　　　　　　　　学 習 セ ン タ ー 使 用 料 減 免 申 請 書

許　可 第　　　　　号

工　芸　室

会　議　室

和　室（4）

和　室（3）

和　室（2）

和　室（1）

    住所　（所在地）

     団   体   名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

円

　円

     責  任  者  名

１回  500

１回1,000

１回1,000
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福島市   学習センター使用団体登録申請書 
   年   月   日 

  福島市教育委員会 
申請者住所                      
氏   名                      

                           （連絡先     －    －     ） 
学習センターの使用団体として登録したいので、必要書類を添えて申請いたします。 

   登録番号 ※ 
団 体 名  構成人数 人 
活 動 の 内 容 
団 体 の 目 的 

 
 

事 務 所 福島市                
連 絡 先 
1.  2. 

氏 名  電話（      ） 
住 所  

主

な

役

員 

役 職 名 氏 名 住   所 電 話 
    
    
    

講 師    

添 付 書 類  会則・規約  会員名簿  予算書  事業計画 

○生涯学習活動をしたい人に情報を提供するため、市民等からの問い合わせに対して、 
連絡先の氏名と電話番号の情報公開を承諾する方は連絡先欄の 1.を、しない方は 2.を○ 
で囲んで下さい。 

※ 上記の団体を登録団体（減免 可 否 ）として承認してよいか伺います。 
課

長 
 補

佐 
 係

長 
 係

員 
 

館

長 
 主

任 
 係

員 
 

※ 印は、記入しないでください。 
 

様式第５号の２（第８条の２関係） 
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様式第7号(第10条関係)

令和 年 月 日

福島市教育委員会

申請人　

(電話連絡先 局 番)

次のとおり申請します。

年 月 日 （ 時

記入上の注意 1 必要な事項を記入してください。

2 太線内は、記入しないでください。

福島市 学習センター 使用料還付申請書

許 可 番 号 第 号

住所(所在地)

団 体 名

責 任 者

行事等の名称

～ 時

申 請 理 由

使 用 申 込
日 時

令和 曜）

納 入 済
使 用 料

円

還 付 額 円

還 付 区 分 規則第10条第2項

1 第１号 全額

2 第２号 過納となった額
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様式第８号(第１４条関係) 

 

福島市  学習センター滅失(毀損)届 
年   月   日 

 

  福島市教育委員会 

 

住所(所在地)             

 

団体名                

 

責任者名               

(電話連絡   局    番)   

 

 下記のとおり         の施設(備付物件)を滅失(毀損)したので届け出ます。 

 

                   記 

滅失(毀損)の日時     年  月  日(   )    時   分頃 

滅失(毀損)した施設

及 び 備 付 物 件 
  

滅失(毀損)した施設

及び備付物件の数量 
  

滅失(毀損)の状況   
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（様式第１号） 

学習センター個人学習利用票 
※  この受付票は、事故があった場合に備えるものです。 

         №      

利用月日   月  日 
開 始 時 間 時   分～ 

終 了 時 間 時   分 

氏  名  利 用 部 屋 名 
 

住  所 福島市 

電話番号  

 
 
（様式第２号） 

福島市   学習センター使用団体登録認定書 
№       

 
令和   年   月   日 

団体名                    （減免 可  否 ） 
 
上記の団体を、福島市学習センター使用登録団体として認定します。 
ただし、認定期間は、令和   年   月   日から 
          令和   年   月   日までとします。 
登録内容に変更があった場合は、すみやかに登録学習センターに申し出てください。 
 

                 福島市教育委員会 
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（様式第３号） 

個 人 使 用 受 付 票 
※ この受付票は、事故があった場合に備えるものです。 

№       

使用月日    月  日 
開 始 時 間 時   分～ 

終 了 時 間 時   分 

氏  名  使用部屋名 
（○を付けてください ） 

・ 多目的ホール 

・ 軽運動室 

住  所 福島市 

電話番号  年  齢  

 
 
（様式第３号 条例第７条の２） 

                個 人 使 用 券 

 
No.         
個 人 使 用 券 

 

（種別）一般用 
   ￥         

施設使用料   円 
設備使用料   円 
（使用日） ・ ・ 
福 島 市 教 育 委 員 会 

 
No.         

 福島市学習センター個人使用券 
 

（種   別）一般用 
      （使  用  料）￥         
＜内訳 施設使用料     円 ・ 設備使用料     円＞ 
（使用日時） ・ ・   時   分～   時   分 

 
福 島 市 教 育 委 員 会 
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（様式第４号）                                        令和   年   月   日 
 

学習センター使用団体登録認定書 
（紛失届及び再交付申請書） 

 
      学習センター館長 様 

 
団 体 名                
申請者住所                
氏   名                
連 絡 先                

 

このたび、下記の事由により学習センター使用団体登録認定書を紛失いたしましたの

で、再交付を申請いたします。 
 

記 

 
 

 
上記団体に学習センター使用団体登録認定書を再交付します。 

         （    年   月    日  NO.    ） 
 
 
 
 
 

※写しを生涯学習課へ提出ください。 

紛 失 日 年     月   日 

 
 
紛 失 事 由  

備   考 ※紛失した認定書が見つかった場合はすぐに返却します。 
 

館 
 

長  

主 
 

任 

 

 

係 
 

員 
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（様式第５号）                                                令和  年   月   日 
 

学習センター使用団体登録変更届 
（団体名・連絡先等） 

 
      学習センター館長 様 

 
団 体 名                
申請者住所                
氏   名                
連 絡 先                

 
このたび、下記の変更がありましたので届出いたします。 

 

 新 旧 

団 体 名   

  

代  

表 
 

者 

氏 名   

住 所   

電話番号   

連  

絡 
 

先 
氏 名   

住 所   

電話番号   

 

 
※写しを生涯学習課へ提出ください。 

 

館 
 

長  

主 
 

任 

 

 

係 
 

員 
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（様式第６号）                                         令和   年   月   日 
 

学習センター使用団体 
（解散・登録抹消）届 

 
      学習センター館長 様 

 
団 体 名                
申請者住所                
氏   名                
連 絡 先                

 
このたび、下記の事由により（解散・登録抹消）いたします。併せて認定書を 
返還します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
※届・認定書の写しを生涯学習課へ提出ください。 

 
 

 

館 
 

長  

主 
 

任 

 

 

係 
 

員 
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17 福島市社会教育関係団体認定基準 
 

第１条（目      的） 

この基準は、社会教育法（昭和24年法律第207号。以下「法」という。）第10条に定められた「社会教育関係団 

体」の認定について基本的要項を定めることを目的とする。 

第２条 （団体の性格） 

⑴  社会教育関係団体とは、人事、運営、事業、財政が団体自身の自発的意思と独自の裁量により行われる自主的 

な民間団体であること。 

⑵  社会教育関係団体を判定する基準は、次のとおりとする。 

①  継続的、かつ計画的に社会教育に関する事業を行うこと。 

②  規約を有すること。 

③  団体の意思を表明する代表者・団体の意思を形成し、執行する機構（総会・役員会等）が確立しているこ 

と。 

④  団体独自の経理機構を有すること。 

⑤  団体活動の本拠としての事務所を有すること。 

⑥  団体構成人員は概ね10人以上であり、性格上会員の加入・脱会が自由に認められる団体であること。 

⑦  団体活動の成果としての社会参加・還元事業を持つこと。 

第３条（標     準） 

社会教育関係団体は、概ね次に掲げる団体を標準とする。 

⑴  青少年教育に関する団体 

⑵  成人教育に関する団体 

⑶  視聴覚教育に関する団体 

⑷  社会通信教育に関する団体 

⑸  社会教育関係施設に関する団体 

⑹  芸術文化に関する団体 

⑺  体育・スポーツ競技に関する団体 

⑻  レクリエーションに関する団体 

⑼  その他、これに準ずる団体 

第４条（制   限） 

上記団体であっても、次の各号の一に該当するときは、社会教育関係団体より除外する。 

⑴  営利を目的として事業を行うとき 

⑵  政治・宗教活動を行うとき 

⑶  公の秩序または善良な風俗を乱す行為を行うとき 

第５条（認   定） 

社会教育関係団体の認定は教育委員会が行う 。 

第６条（運   用） 

この基準の運用にあたり必要な事項は、教育長が別に定める。 

この基準は、平成６年４月１日から適用する。 

この基準は、平成12年４月１日から適用する。 
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18  福島市社会教育館条例 
 

(設 置） 

第１条  社会教育法（昭和24年法律第207号）第３条及び地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。） 

第244条第１項の規定に基づき、青少年等の健全な心身の育成を図るため、福島市社会教育館（以下「社会教 

育館」という。）を設置する。 

(名称及び位置） 

第２条  社会教育館の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名 称 位 置 

立子山自然の家 福島市立子山字金井作 1番地 

（事     業） 

第３条  社会教育館は、 次に掲げる事業を行う。 

一  青少年等の宿泊研修のための施設の提供に関すること。 

二  青少年等の体験活動の支援に関すること。 

三  前２号に掲げるもののほか、 社会教育館設置の目的を達成するために必要な事業 

（使用時間） 

第４条  社会教育館の使用時間は、 午前８時30分から午後５時までとし、 宿泊の場合は午後５時から翌日午前８時 

までとする。ただし、教育委員会が必要と認めるときは、 これを変更することができる。 

（休館日） 

第５条  社会教育館の休館日は、12月29日から翌年１月３日までとする。ただし、教育委員会が必要と認めるとき 

は、これを変更し、 又は臨時に休館することができる。 

（使用の許可） 

第６条  社会教育館を使用しようとする者は、 あらかじめ教育委員会の許可を受けなければならない。許可を受け 

た事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２  教育委員会は、前項の許可に際し、社会教育館の管理上必要と認めるときは、その使用の許可に条件を付す 

ることができる。 

（使用の制限） 

第７条  教育委員会は、次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、社会教育館の使用を許可することができな 

い。 

一  公の秩序を乱し、 又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 

二  集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織及びその関係者が使用し、若しくは使用に関係 

し、又はこれらの者の利益になると認められるとき。 

三  施設及び備付物件を滅失し、又はき損するおそれがあるとき。 

四  営利を目的とする行為その他これに類する行為を行うおそれがあるとき。 

五  その他管理運営上支障があるとき。 

（目的外使用等の禁止） 

第８条  第６条第１項の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、許可を受けた目的以外に使用し、又はその 

使用する権利を譲渡し、若しくは転貸することができない。 

（使用許可の取消し等） 

第９条  教育委員会は、 使用者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、 その使用の条件を変更し、使用 

を停止し、又は使用の許可を取り消すことができる。 

一  この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

二  使用許可の目的又は許可に付した条件に違反したとき。 
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三  第７条各号のいずれかに該当したとき。 

四  偽りその他不正の手段により許可を受けたとき。 

五  公益上やむを得ない理由が生じたとき。 

 

２  前項の規定による使用の条件の変更、使用の停止又は使用の許可の取消しにより、使用者に損害を及ぼすこ 

とがあっても市長は、その責めを負わない。災害その他緊急事態の発生により社会教育館の使用が不能となっ 

た場合も、同様とする。 

（使用料） 

第10条  使用者は、別表に定める使用料を前納しなければならない。ただし、市長が公益上必要と認めるときは、こ 

れを減免することができる。 

（使用料の還付） 

第11条  既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が相当の理由があると認めるときは、その全部又は一部を還付 

することができる。 

（入館の制限） 

第12条  教育委員会は、入館者が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、入館を禁止し、又は退館させるこ 

とができる。 

一  公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 

二  施設及び備付物件を滅失し、又はき損するおそれがあるとき。 

三  その他管理運営上支障があるとき。 

（賠償責任） 

第13条  故意又は過失により施設及び備付物件を滅失し、又はき損した者は、市長の指示するところにより、その損 

害を賠償し、又はこれを原状に回復しなければならない。 ただし、市長が相当の理由があると認めるとき 

は、その全部又は一部を免除することができる。 

（指定管理者による管理） 

第14条  教育委員会は、社会教育館の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、法第244 条の 

２第３項に規定する指定管理者 （以下「指定管理者」 という。）に社会教育館の管理を行わせる。 

２  前項の規定により指定管理者に管理を行わせる場合にあっては、第４条及び第５条の規定 （この場合にお 

いて、あらかじめ教育委員会の承認を得なければならない。） 並びに第６条、 第７条、 第９条第１項及び 

第12条の規定の適用についてはこれらの規定中 「教育委員会」 とあるのは 「指定管理者」 と、第10条及び 

第11条の規定の適用についてはこれらの規定中「使用料」とあるのは「利用料金」と、「市長」とあるのは 

「指定管理者」とする。 

３  指定管理者は、この条例及びこの条例に基づく規則で定める管理の基準に従い、社会教育館を適正に市民の 

利用に供しなければならない。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第15条  前条の規定により指定管理者に社会教育館の管理を行わせる場合に当該指定管理者が行う業務は、次に掲げ 

る業務とする。 

一  第３条各号に掲げる事業の計画及び実施に関する業務 

二  第６条第１項に規定する使用許可に関する業務 

三  社会教育館の施設及び設備の維持管理に関する業務 

四  前３号に掲げるもののほか、社会教育館の運営に関する事務のうち、市長のみの権限に属する事務を除く業務 

（利用料金） 

第16条  第14条第２項の規定により社会教育館の管理を指定管理者が行う場合において、教育委員会は、指定管理者 

に利用料金を当該指定管理者の収入として収受させるものとする。 

２  利用料金は、別表に掲げる額の範囲内において、指定管理者があらかじめ教育委員会の承認を得て定めるも 

のとする。 
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（委     任） 

第17条  この条例に定めるもののほか、社会教育館の管理に関し必要な事項は、教育委員会が定める。 

 

附       則（略） 

 

 

 

 

 

 

 
別表（第10条関係） 

区分 使用料 

日帰り １人１日につき 

一般・高校生 300 円 

中学生以下  150 円 

宿泊 １人１日につき 

一般・高校生 500 円 

中学生以下  250 円 

体育館 １回につき 500 円 

テニスコート 

（立子山自然の家に限る。） 
１時間につき 

個人使用 

一般    100 円 

高校生以下 60 円 

専用使用 一面    400 円 

キャンプ場 

（立子山自然の家に限る。） 
１人１泊につき 100 円 

 

備考 

一  体育館の使用料は、体育館のみを使用する場合に徴収し、１回の使用は、３時間以内とする。 

二  テニスコートの使用料は、テニスコートのみを使用する場合に徴収する。 

三  暖房を使用する場合の使用料は、本表使用料の額に当該使用料の100分の20に相当する額を加算した額とする。 

四  宿泊者からは、シーツ及び枕カバーの洗濯代として実費を徴収する。 
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